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令和 2年 

5 月号 

税務署へのお問い合わせは、左の代表番号にお
かけいただいた後、自動音声案内にしたがって
「2」（税務署）を選択して、交換手に内線番号を
お伝えください。 

申告期限を延長する制度があります 
(法人・個人すべての方が対象) 

○ パソコンやスマートフォンをお持ちの方であれば、マイナンバーカードや税務署

で発行するID・パスワードにより、自宅等からe-Taxを利用して申告できます。 

※ e-Tax をご利用いただけない場合には、国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」で作

成いただいた申告書をプリントアウトの上、郵送等で提出していただくことも可能です。 

○ 令和元年分の還付申告については、５年間申告することが可能 

 であり、令和６年12月31日まで申告することが可能です。 

※ （還付申告の例）  

・ 給与所得者や公的年金受給者で、医療費控除・寄附金控除（ふるさと納税等） 

・ 住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）により還付を受けられる方 等 

詳細については、『 国税庁ホームページ 』 をご覧ください。 

○ 振替納税を利用されている方へ 
令和元年分の確定申告の振替納付日は、次表のとおりです。 

（申告期限の延長に伴い、振替納付日が下記期日に延長されました。） 

 4月16日までに提出の方 4月17日～30日に提出の方 

令和元年分の所得税及び復興特別所得税 

の確定申告 
令和２年５月15日（金） 

令和２年６月2日（火） 
令和元年分の個人事業者の消費税及び 

地方消費税の確定申告 
令和２年５月19日（火） 

※ 確実に振替納付できるよう、振替納付日の前日までに預貯金残高の確認をお願いします。 

http://www.nta.go.jp 
国 税 庁 

4 月 17 日(金)以降の面接相談は 

事前予約制となっております。 
※まずは、お電話等にて予約をお願いいたします。 

   ※お越しになる際は、マスクの着用をお願いいたします。 

検 索 



                                       問合せ 徴収部門（内線３５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「山梨税務署からのお知らせ」のバックナンバーも併せてお読みください。 

 

 

 

 

 

 

 山梨県卸酒販組合山梨支部はね、組合員の緊密な連絡

親和と相互扶助の精神に基づき、酒税の円滑な納税を促

進し、酒類業界の安定と健全な進歩発展のため必要な事

業を行い、組合員の自主的且つ自由公正な事業活動の振

興を期し、酒税の保全に協力し共同の利益の増進を図る

ことを目的としている団体なんだよ。 

 山梨県卸酒販組合山

梨支部って、どんな団

体なの？ 

前号からの続き 

マイナンバーキャラクター 

マイナちゃん 
ｅ－Tax キャラクター 

イータ君 

国税の納付は、「ダイレクト納付」をご利用ください 
 ダイレクト納付を利用すると、自宅等からインターネットを利用して納付の手続ができます。 

★ 即時又は期日指定で納付可能！納付漏れ防止に役立ちます。 

★ 金融機関や税務署に出向く必要はなく、インターネットで納付も完了！ 

 現金を持って金融機関や税務署まで出歩く危険性が無くなります。 

★ 利用に当たって、銀行等への手数料は不要です。 

★ 特に、利用回数の多い手続（毎月の源泉所得税等、酒税の納付）に便利です！ 

◎ダイレクト納付を利用するには・・・ 

 １ ダイレクト納付利用可能金融機関に預貯金口座がある 

    山梨税務署管内の金融機関では、山梨中央銀行、甲府信用金庫、山梨信用金庫、山梨県民信用組合で利用

可能です。 

 ２ 利用者識別番号を取得する 

    ｅ-Ｔａｘホームページ(www.e-tax.nta.go.jp)から「ｅ-Ｔａｘの利用開始届出書」をオンラインで提出

し、利用者識別番号を取得してください(即時発行されます)。 

 ３ ダイレクト納付利用届出書を提出する 

    「国税ダイレクト方式電子納税依頼書兼国税ダイレクト方式電子納税届出書」(国税庁ホームページ

(www.nta.go.jp)からダウンロードできます。)に署名、押印の上、書面で税務署に提出してください。 

    ※ ダイレクト納付が利用可能となるまでには、「ダイレクト納付利用届出書」を書面で提出してから、 

1か月程度かかります。 

問合せ 管理運営部門（内線 25） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、国税の納付が難しい方へ 

納税の猶予をご利用ください 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、国税を一時に納付することが困難な場合は、税務署に申請す

ることにより納税が猶予されます。収入が概ね２割以上減少している方には、更に有利な特例があります。 

納税の猶予に『特例（特例猶予）』が創設されました。 

①延滞税なし   ②１年間猶予   ③無担保 


